（様式１）参加表明書
令和　年　月　日
新潟市長


参　　加　　表　　明　　書


次の件について、プロポーザルへの参加を申し込みます。

件名：新潟市シェアサイクル事業

１　参加表明申出者
	商号又は名称
	

	代表者氏名
	

	所在地
	〒　　―





２　書類送付等連絡先
	担当者所属・役職
	

	担当者氏名
	（フリガナ）

	
	

	所在地
	〒　　―


	電話番号
	

	電子メール
	



（裏面あり）






３　添付書類
(1) 暴力団等の排除に関する誓約書兼同意書（様式４）
(2) 法人登記簿謄本（申請日前３か月以内に発行されたもの）
(3) 納税証明書（直近３期分）
(4) 決算書等（直近３期分）
(5) 日本国内におけるシェアサイクル事業実績書

４　確認事項（次の内容に該当する場合、☑を記入してください）
□(1) 提案者は、次の要件をすべて満たす者です。
1 　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の4の規定に該当しないこと。
2 暴力団（新潟市暴力団排除条例（平成24年新潟市条例第61号）第2条第2号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員（同条第３号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）が経営、運営に関与している法人でないこと及び暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有するものでないこと。
3 新潟市の入札参加資格者名簿に登録されていること、又は市税（市外又は県外に本社を置く法人の場合、本社が所在する市町村の税）を滞納していないこと。
4 本プロポーザルによる手続開始から契約締結までの間に、新潟市競争入札参加有資格者指名停止等措置要領の規定に基づく指名停止の措置を受けていない者であること。新潟市の入札参加資格名簿に登載されていない者にあっては、手続開始から契約締結までの間、新潟市の指名停止の措置要件に該当する行為を行っていない者であること。
5 次の申し立てがなされていないこと。
1 破産法（平成16年法律第75号）第18条又は第19条に規定する破産手続き開始の申立て
2 会社更生法（平成14年法律第154号）第17条の規定による更生手続開始の申立て
3 民事再生法（平成11年法律第225号）第21条の規定による再生手続開始の申立て
6 「新潟市シェアサイクル事業 仕様書」に基づく要件に対応できること
7 日本国内において、シェアサイクル事業（サイクルポート間で相互に貸出及び返却が可能な自転車貸出事業を指し、社会実験及び実証実験を含む。）を継続して１年以上実施した実績を有すること。

□(2) 上記について、本書面により誓約します。
